
日本認知症学会会員における

男女共同参画推進アンケート集計結果報告

第 39 回日本認知症学会学術集会, 2020.11.26.〜28.

日本認知症学会の委員会の一つである「男女共
同参画推進委員会」は、会員の出産・育児・介護、
短時間勤務、ワークライフバランス、日当直・夜
勤業務、就業継続や学術集会中の託児所などにつ
いて、取り組むべき課題の検討を行うために、ア
ンケート調査を実施した。

第38回学術集会期間を含む、2019年10月7日～
11月19日の間にweb回答方式で実施し、394件の
回答を得た。

本結果を、第39回学術集会ポスター発表並びに
シンポジウム27において発表した。
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1-2. 男女別年齢構成

回答者 ：394名（男性 69%,女性 31%）

対象者 ：日本認知症学会会員

実施期間 ：2019.10.7〜11.19

方法 ：web回答
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• 育児休業を含めた上記の制度を「取得したことがない」と
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アンケート結果：育児について
小学校就学前のお子さんを主に誰がみている/いた
か（男性 203名, 女性 67名、複数回答可）

• 女性では配偶者が関わっていたのは28%

• 男性では自身が関わっていたのは11%
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深夜勤務免除は何歳まで必要か？の質問に対する回答分析

女性特有のキーワード
「不在」「精神」「不安」
子供の精神面での悪影響を不安に
思う文脈で使われることが多かった。

男性特有のキーワード
「留守番」「ある程度」「自立」

「（XX才になれば）子供がある程度自立して
留守番できるようになるから」という文脈で使われることが多かった。KH-coder解析

大阪市立弘済院附属病院
精神科 丸田純平先生作成
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アンケート結果：短時間勤務について（２）
短時間勤務の同僚が、子供の発熱で急に

帰宅、あなたはどう感じるか（n=367）
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アンケート結果：職場における女性支援・地位
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アンケート結果：認知症学会学術集会の託児所

認知症学会の託児所利用歴（n=359）
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その他のご意見

女性特有のキーワード
「学会」「キャリア」
「介護」「育児」
「バランス」等。
キャリアを形成する為に
介護や育児との
バランスをとること
が難しいという文脈
で使われることが
多かった。
「学会」「単位」「制度」
というキーワードは、
学会参加が難しいという
文脈で使われることが多かった。

男性特有のキーワード：「報酬」「当直」「配慮」「職場」など職場での問題に
関する意見が多かった。

男女とも：「仕事」「環境」「問題」
がキーワードとして多く出現。
仕事の環境を変えていくこと
が必要という文脈が多かった。

KH-coder解析 大阪市立弘済院附属病院 精神科 丸田純平先生



結果のまとめ １
• 育児は女性が担う割合が多く、妊娠中の日当直・深夜勤務は
男女とも免除すべきとの回答が多かった。

• 今回の回答者は40歳代以上が多いため、短時間勤務などの制
度利用者の割合は少なかったものの、職場内に制度利用者が
いる割合は男女とも40～50%程度みられた。

• 短時間勤務者がいることに対しては男女ともおおむね理解を
示したたが、当直・深夜勤務の免除に対して、同僚の立場か
らは「他の勤務での代償」や「日直の担当」などの要望も挙
がっていた。

• 子供の急病に際し、勤務を引き受けることに対して、男女と
もに理解が示されてた。

• 職場の意識改革に必要な事として、男女とも職場の環境整備
を多く挙げたが、女性は業務分担と効率化を求める回答が最
も多かった。



結果のまとめ ２
• 介護をしている人は多くなかったが、50歳代以上では、自身もし
くは配偶者の親の2人を介護している人が多かったが、介護休業ほ
とんどとられていなかった。

• ワークライフバランスは、男女とも「概ねとれている」もしくは
「仕事に偏る」が同等にみられたが、バランス維持のために必要な
ものは、男女とも「職場上司の理解」と「家族の協力」を挙げてい
た。

• 職場の女性支援は、男女とも十分から不十分まで意見が分かれたが、
女性は男性にくらべ不十分と思う人の割合が多かった。

• 職場における女性の地位は、男性は「平等である」との回答が最も
多く、女性は「男性が優遇されている」との回答が最も多かった。

• 女性の７３％が目指した仕事を断念した経験を持っており、その理
由として、「職場の上司の理解」と「家族の協力」を多く挙げた。

• 日本認知症学会学術集会において託児所の利用率はまだ少なかった
が、男女とも必要との回答が多かった。



考 察
• 制度利用状況

回答者の9割近くが育児休業や介護休業を含めた制度を取得したことがな

かった理由の一つは、回答者の年齢層が高かったためと考えられた。短時間

勤務者に対する周囲の意識調査結果からわかるように、制度の有効利用のた

めには、周囲の理解や支援者の評価制度などの医療・研究機関の環境整備は

必要と考えられた。

• 託児所について

今回の学術集会の託児所はCOVID-19の影響で中止したが、今後託児所の存

在を周知し、来年度以降は再設置を計画し、より利用しやすい運営としたい。

• 当学会の専門医や認定医制度について

出産・育児期の医師や、介護家族を有する医師などにも取得・更新可能な制

度設計（web活用など）が必要と考える。

• 今後の課題

回答者の年齢が高かった影響もあると考えられたが、男性の介護や育児への

意識改革が今後の課題と考えられた。



結語

• 認知症支援を行うためには、多職種協働は欠かせない。

また、その現場において女性の占める割合は少なくない。

• 育児や介護は、大変ではあるが認知症支援において貴重
な経験であると考えられる。

• 認知症に関わる研究、医療、各種支援等の発展をはかる
ためにも、男女ともに活躍できる社会に向けて、本委員
会では男女共同参画に関する課題の解決にとりくんでゆ
きたい。


